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第 1葺 主 旨

都市は道路や公開などの公共施設だけでできあがるものでは

ありませんO一つ一つの建築物がLJi･まっては じめて都市はかた

ちづ くられるものですo Lたがって､建築物の設計やJil_'設にあ

たって､それぞれの建築物が郡市をよりよくしていくという観

点も必要になります｡一つ一つの祉祭物-の配慮が机みIT･.:ねら

れることで､よりよい市V:i地のjl;呈境がつくられていくのですっ

建築スL:叩-法や郡市計巾法に灘づ く地域 ､地I*.の指定なども馬呈

境を向上させていくための法的3.し畔です. しか し､建築物 を建

てる場令には､それ以上にできるだけよい端ri境になるよう建築

物の配閏､形態､色彩､線化その他に配慮する必要があります｡

特に柿沢市では､今後歩行者のための窄l川をできるたけ確保

する必安があります｡ このためには朴築物 を倣地いっぱいに祉

などの方法が考えられます｡

このように､私有地内にあっても4'i=に公ブur.)に役立つ'ZHtl日を

確保されたプjには､そiいこ応 じて､祉築物のrlJjさ､斜線ir,lJ耶 .̂7-;

を綬和 し､あるいは解fL一簿 の?.'lJり増 しを行うことに Lていますo

これには一定の｣.i;幣が必要となりますので､それらの対象要件､

緩和の).E畔等についてとr)まとめたものが ｢桃浜市而11-rj地環境
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設計制度｣です｡

昭和48年に制定 して以来､この制度を活用し数多くの建築

物が建てられ､都市茄等境の向上に京献 しています.

一方､放映市では､近年になり自然緑地や歴史的建造物の保

全､文化施設や地域施設の充実､都市型住宅や業務施設の適古切

な立地などが破く}JiLめられております｡それぞれの建築物がこ

のような都荊環境の卓ft'fbL'f7改善に役割を果 していくことも大切で

す｡

このため､この制虻を改訂 し､都市を逓力あるものとし､市

民の生活FIL等境のl,I.]上に寄与する建築物に対 して特別な容析率の

加算を行うこととしましたO建築に当たっては､皆さんが稲極

的に都市環境の向上に参加 していただくことが必要ですが､そ

の際この制度を十分研究のうえ､必要に応 じて活用されるよう

お隣いいたします｡

なお､この一制蛇によl)姓築基準法等に基づく形態制限の特例

許可を嬰する建築物については､あらかじめ事前相談をしてい

ただき総合的な審査を行います｡そのうえで､一定の基畔に連

しているものは､建築'#査会の同意を得て､市長の許可という

手続きになりますO

- 2 -



第 2章 緩和 の原 則

この制度による緩和は､旭築主が敷地内の適切な場所に､適

切な形態の広場､歩道等､渉行名がIノl由に利用 し又は通行でき

る空地を設けて郡市環境の整備向上に努めた場合に､周辺の生

活環境をlSllr,iJJ･しない鞄t7jl内で､次の･事項について行 うものとす

るo

l. 奔統率_/A,llLltと

2_ 高度地lメ.(iilT'.,'消せ)制限

(2) 北側斜線制限

3. 斜 線 制 限

(1) 道路斜線制Ffli

(2) 隣地斜線制限

又､郡市環境の軒備向上に寄与する施設等を含む姓築物につ

いては､周辺の/H.5巧言境をrn'黙しない範囲内で特別 に'#郎率の

加算ができるものとする｡
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第3章 用語の定義

この制度で用いる用語の正義は､次のとおりとするo

(1) 汰

(2)令

(3)建 ペ イ率

(4)基準建ペイ率

(5) 容 机 率

(6)基準容机率

(7)容税率制限

(8) 都市計画容fl.i率

(9)割増容積率

(10) 加算容積率

(ll) 緩和容積率

(12)建築物の高さ

摘 空地率

(lLl)青空公開空地

凋 非青空公開空地

(16) 有効係数

建築其準法

迎築基準法施行令

建築面qLrの敷地面掛 こ対する割合(aTp)

法第53条に規定する建ペイ率(i)

延べ面桁の敷地面積に対する割合(i)

法第52条に規定する容積率(a)

去L準容も.Lr率-による建築物の容桁率制限

郡市計11Jf!i法により定められた容積率Oただし建築物

の敷地が容杭{率の異なる2以上の地域にわたる場合

は､敷地内で最大両群を占める地】戒の容毛等率

第5章の1及び第 7茸の6により割 り増 しされる容

掛率(多)

第 7章の2から5により加算される容積率(%)

割増容fl'i率と加第二容研率の合計の容桁率(i)

令第 2粂第 1項第6号による建築物の高さ

祉築物又はこれに準ずる工作物によりおおわれてい

ない敷地部分の敷地nTllも引二羽する割合(@)

祉築物又はこれに準ずるT.作物によりおおわれてい

ない公開空地

青空公開空地以外の公開空地

公開空地の位置､形状及び地鰻面からの高低差等に

よって､その公開性を判定する係数
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(17)有効公Iii搾 地面fll_L率

有効公捌空地rfI]-椴の敷地痢精に対する割合(珍)

(18) 必焚有効公開空地面前率

個 前面道路

I (20)道路側公F3日空地

(21)隣地側空地

(22) 北側空地

(23) 斜線制限

(24)道路斜線制限

(25)隣地斜線制限

(26) 高度地rji二制限

? (27) 絶対高さ制限

(28) 北側斜線制限

(29)住屑糸地域

(30) 商業系地域

制限の緩和に必要な有効公開空地血机率 (%)

敷地に接する法第42条の道路

前面道路に接して確保する公開空地

隣地境界線に接 して確保する空地

北側隣地境界線に接して確保する空地

道路斜線及び隣地斜線による建築物の高さ制限

法第56条第 1項第1号及び同条第3項による道路

側の斜線制限

法第56粂第 1項第2号及び同条第3項による隣地

側の斜線制限

高度地l*_に関する都市計LHllにおいて定められた建築

物の高さ制限 (法第58条関係 )

法第55粂及び高度地l*_制限による建築物の高さの
制限

甜空地Exi制眼による北側隣地側の斜線1E,u限

第 1稚住屑専用地城､第2種住居専用地域及び佳辰

地域

近隣R'白菜地域及び舶業地域
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第 4章 適 用 対 象

本制度による許可の対象 とする建築物は､市街化区域内に建築 されるも

ので次の 1から3までの要件 をすべてみたすはか､景観､ 日照､駐車施詔

等の整備などについて､周辺の環境に応 じた配慮がなされるものとする｡

なお､第 1種住居専用地域内の建築物については第 8章 (p37 )によ

る｡

1. 敷地規模及び空地率

第 1表の敷地規模 を有 し､かつ､第 2表の空地率を確保するもの

第 1表 必要敷地規模

用途地域 敷地規模

第 2種住居専用地域 5007T12以上

住居地域

近隣商英地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

任.敷地の過半が属する用途地域による｡

第 2表 必 要 空 地 率 Co
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2. 有効公開空地面積率

有効公開空地面積率を､形態制限の緩和の内容に応 じて次の数値以上

確保するもの

(1) 容積率制限の緩和を行 う場合は､2_0車以上､かつ､第4蓑 (p8)

による数値以上

(2)高度地区制限による絶対高さの緩和を行 う場合は､ 15解以上､か

つ､第5表 (plo)による数値以上

(3) 斜線制限の緩和を行 う場合は､20多以上､かつ､第6衰 (pll)

による数値以上

(4) 制限の同時緩和を行 う場合は､その内容に応 じて､第5章の4(p

17)による数値以上

3 前面道路の幅員

主たる前面道路の幅員が､第3表の数値以上であるもの｡ただし､イ

欄については現況の道路幅員が6m以上で､かつ､所要の公開空地とは

別に当該道路に接する敷地の部分を歩道状に整備 し､この部分を含め幅

員を8m以上とした場合はこの限 りでない｡

第 3表 必 要 前面 造 指 幅員

用 途 地 域 前面道路幅員

7 第 2種住居専用地域住居地域準工業地域 6m.以上
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第 5葦 緩 和 基 準

1. 容積率の割増

割増容机率は､第4蓑のア欄に掲げる基準容析率ごとに､有効公開空

地痢h'L:率に応 じ､イ欄により算定 した数値以下とし､かつ､ ウ欄の数値

を上限とする(第 1区l参照 )O

第 4表 割増容積率 と必要有効公開空地面積率

ア基準容積妾 (vo) イ割増容積峯(V) ウ割増容概率 のJ=限

600蕗≦vo V-3A-10 230%

400飾≦vo<600啓 V-3A-10 200%

300多≦vo<400俸 V-I.5A 150aljO

注 A :有効公 開空地面秩婁 (多)
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第 1図 容 積 率 割 増 の グ ラ フ
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2 高度地区 (最高限 )制限の緩和

高度地区の規定による絶対高さの制限は､次の(1)に定める要件をすべ

てみたす建築物について､(2)に定める基準により緩和する｡

なお､高度地区の規定による北側斜線制限の緩和については第 9章(p

39) による｡

(1)要 件

7.横浜市日照等指導要綱に基づく周辺住居等に対する日照基準の範

関内であるもの

ィ.周辺地域に対する電波障害について配慮がなされたもの

り.公共の用に供する公園 ､広場等からの眺望を阻害 しないもの

(2)基 準

建築物の絶対高さは､第5表イ欄に掲げる高度地区の種別ごとに定

める必要有効公開空地面積率に応 じア欄に掲げる数値の範囲内で､令

高度地区の種別に応 じ同表の緩和限界欄に定める数値以下 とする｡

第 5表 絶対高さ制限の緩和 と必要有効公開空稚面積率

7建築物の高 さ(ll ) イ高度地区種別 ことの必要有効公開空地面秩率
(A)

最高限第 2種 最高限第 3.4種 最高限第 5種

15m< 日≦20m 15%

20m< I1≦31m 20% 15%

31m< ll≦45m 20% 20% 15%

20% 20%

607n<H 20%
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3 斜線制限の緩和

公開空地を適切な位置に確保するとともに､都市景観の向上に資する

形態の建築物をつくりだす場合に､次の基準により緩和する｡

(1)道路斜線制限の緩和

道路斜線制限は､次のアに定める要件をすべてみたす建築物につい

て､イに定める基準により緩和する｡

7.要 件

(ア)幅員 12m以上の前面道路を1以上有するもの

(イ)幅員1.5m以上の道路側青空公開空地を看するもの

｢ウ) 有効公開空地面積率が第 6表にかかげる数値以上であるもの

第 6表 斜線制限の緩和に必要な有効公開空地面積率

都市計画容積率 (Vo ) 必要有効公開空地面横率

20帝以上

300U/o≦vo<600帝 30帝以上

ィ.基 準

勘 前面道路の反対側の境界線が､道路側公開空地の幅員から115

m減じた幅員だけ前面道路の反対側にあるとみなして構成される

道路斜線の範囲内とする(第2図参照 )｡

(1) 緩和する建築物の部分は､道路側公開空地に接する道路との平

行距離にして敷地幅の2/3以内とする (第 2図参照)0

(ウ) 2以上の前面道路を有する敷地において､12m未満の道路側

の緩和を受けようとする場合､その道路幅員が第4章の3(P7)

に規定する幅員以上であり､かつ､当該道路の緩和に必要な公開

空地の幅員以上を､ 12m以上の前面道路の1以上に確保したも

のは､上弛7)､(1)によることができる｡
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第 2図 道 鴇 斜頼 制 限 の緩 和(1) 一 方 向 に 道 路 を 有 す る場 合 (一 般 例 )

〔配置図〕 〔立面図〕

第 3図 道 路 斜 線 制 限 の緩 和(2)- 2以上 の 道 路 を有 す る場 合 (一 般 例 )

仮想道路境界線

~~~~(D1-15m)

道路側公開空地

下
･～(
M
＼
Z
rtN
)
･･-也

#1品 1-[2認 証 髭 あi2謡篭 4Ba悪霊遥 (D2)
路斜磯を緩和することができる｡
この場合.道路①側で道路斜線の緩和を受

けるか否かにかかわらず.道路①側に D2
以上の幅員の道路側公開空地を確保するこ
と｡
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(2) 隣地斜線制限の緩和

隣地斜線制限は､次の了に定める要件をすべてみたす建築物につい

て､イに定める基準により緩和する｡

7.要 件

(ア) 幅員4.0m以上の隣地側空地を有するもの

(1)有効公開空地面積率が第 6表 (pll)にかかげる数値以上であ

るもの

ィ.基 準

(ア) 隣地境界線が､隣地側空地の幅員だけ隣地側にあるとみなして

構成される隣地斜線の範囲内とする(第4図参照 )o

(1) 緩和する建築物の部分は､隣地側空地に接する隣地境界線との

平行距離にして敷地幅の 2/3以内とする(第4図参照 )0

隣地側空地幅
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(3)斜線制限緩和の特例

都市計画容積率が原則として600%以上の区域内の建築物の斜線御

限については､次の了からエまでにより緩和することができる｡

ただし､建築物の高さが80mを超える場合は､道路の中心線及び

隣地境界線から建築物の高さの 1/5に相当する壁面の後退を行 うも

のとし､ この過半を公開空地 とするものとする(第5-1図参照 )｡

7.前記(1)のイの〔佃こ定める道路斜線制限を緩和する建築物の部分及

研2)のイのけ)に定める隣地斜線制限を緩和する建築物の部分を､

29 とする規定については､その数値を､各々 4/5と読みかえる

ことができる(第5-2図参照 )｡

ィ.前記(2)のフの(ア)に定める隣地斜線制限の緩和に必要な隣地側空地

の幅員を4.0m以上とする規定については､その数値を､2.0m以

上と読みかえることができる(第5-2図参照 )0

ウ.前記(1)の要件をみたし､敷地面積が2,500〝…以上で､道路境界線

から壁面を10m以上後退させた場合は､道路斜線制限を適用しな

いことができる｡ただし､壁面を後退した敷地の部分の過半を公開

空地とするものに限る(第6図参照 )0

-.容積率の緩和､高さ制限の緩和等を行う場合で､建築物の形態を

整えるため建築物の高さの上部から2.0m以内は､道路斜線制限又

は隣地斜線制限を緩和することができる(第7図参照 )｡
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第 5- 1図 斜線制限緩和の特例を受ける建築物の高 さが 80m

を超える場合の壁面後退

/ 1 ､ 建物の高さ≧

▽＼ヽ 80nl▽

5F
＼ミ弐熟 『 5

.+/ 臣 藻 建築+

道路中心線 隣地境界線

第 5-2図 斜 線 制 限 緩 和 の 特 例

7 ､ イ

仮
想

道
掩境
界
線

;tTSjLf 隣地境界:追i路･側 -1~F l｣ 仮想醍也境罪線

き計画建築物 zP,-

:二ム.享閑:空:地
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第 6図 斜練制 限緩 和 の特 例 り

/

1 8_0里_1
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4 制限の同時緩和

制限 を同時緩和す る場合 は､第 7表 に示す数値以上 の有効公開空地面

積率 を確保す るもの とす る｡

第 7表 制限の同時緩和に必要な有効公開空地面積率

同 時 援 和 の 内容 必要有効公開空地面積率

容積率の割増及び高 さ制限の緩和 各 々の必要有効公開空地面積室の最大数値に5帝を加算 した数値
容積輩の割増及び斜線制限の緩和

高さ制限及び斜線制限の緩和

容積峯の割増､高さ制限の緩和及 各 々の必要有効公開空地面積率の

-17 -



第 6章 公開空地の基準

1. 公開空地の定義

公開空地とは､次の各項に該当する敷地内の空地又はその部分 (植込

み､芝生､池等､環境の向上に寄与するものを含む)をいうo

(1)基本的事項

ァ.公開空地は､歩行者が通常自由に通行又は利用できるものとする｡

ただし､通常自動車が出入 りする敷地内通路､駐車場等の用に供す

る部分は除く｡

ィ.公開空地は､原則として終日一般に開放できるものとする.

ゥ.公開空地が道路､通路に面する部分又は隣接する公開空地に面す

る部分には､原則として､塀又はこれらに類する遮蔽物を設けない

ものとする｡

(2)幅 員

最小幅員は4.0mとする｡ただし､歩道の用に供する公開空地又は

道路側公開空地の最小幅員は1･5mとするo

(3)最小単位面積

一つの公開空地の最小単位面積は､計画建築物の立地する用途地域

にしたがい､第8蓑に示す数値以上とする｡ただし､歩道と同~ レベ

ルで､明らかに歩行者の利用の増進を意図した公開空地にあっては､

この限 りでない｡

第 8表 公開空地の最小単位面積

近隣商業地域､商業地域 50m2
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2.公開空地の種類 とその条件

(1) 歩道の用に供する公開空地

歩道の用に供する公開空地は､その幅員を1.5m以上､4,0m以下

とし､原則として敷地の端から端まで連続 して設けるものとする｡又､

道路に沿った歩道拡幅の用に供する公開空地は､既存歩道 と同一 レベ

ルとし､一定水準以上の路面仕上げとする｡

(2)通 り抜け歩道の用に供する公開空地

敷地内に設けられる通 り抜け歩道の用に供する公開空地は､その幅

員を2.0m以上とし､動線上む りがなく､かつ通過歩行者の利便を増

進させることができるものとする｡この場合､通 り抜け歩道の用に供

するものとして認定する幅員は4.0mまでとする｡

なお､階段 (けあげ15C77L以下､かつ､踏面30cm以上のものに限る),

斜路等で通 り抜け歩道の用に供する目的 ､機能を看するものは､歩道

の用に供する公開空地として認定することができるO

(3)一般的公開空地

一般的公開空地は､その全周長の 1/8以上が道路に接 しているも

のとする｡この場合､動線上む りのない通 り抜け歩道 ､斜路及び階段

等も道路とみなすことができる｡

又､前面道路との高低差は､地上1.3m未満 ､地下1･5m未満 とす

るOただし､前面道路より階段状に公開空地をとり､歩行者が当該公

開空地にむ りなく導かれるものにあっては､前面道路との高低差を也

上6.0m以下､地下3.0m以内とすることができるoなお､駅舎のコ

ンコース､駅前歩道橋等に接続 して公共的空地又は施設等がある場令

で､そこに至る歩行者の利便を増進することができる場合は､駅舎の

コンコース､駅前歩道橋等を前面道路 とみなすことができる｡
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(4) 内部空間の公開空地

建築物の内部に設けられるものであり､幅員が610m以上で通 り抜

け歩道の用に供される公開空地と同等に活用されるもの(道路状の内

部空間の公開空地 )､又は､面積が5007尤以上で一般的公開空地と同

等に活用されるもの(広場状の内部空間の公開空地 )については､そ

の必要性､有効性に応 じて公開空地とみなすことができる｡

(5)自然的緑地

敷地内に､将来にわたり良好な状態で保全し､管理される樹林地で

次のアからりまでの要件をすべてみたすものについては､その有効公

開空地面積が､必要有効公開空地面積の 1/2を超えない範囲におい

て公開空地とみなすことができる｡

7.原則として､ 1,0007TE以上の一団の自然的緑地｡

ィ. ｢緑の環境をつくり育てる条例｣に基づき､緑地保存等に関する

協定が締結されたもの､又は､これと同等の修景効果があると認め

られるもの

り.主として､樹木により形成されるもので､緑被率が80啓以上の

もの

3. 敷地外の公開空地

公開空地は､建築物の敷地内に設けることを原則とするが､前記1及

び2にかかげる公開空地と同等又はそれ以上の公開性があると認められ

る場合は､前記基準により敷地外に確保することができる｡
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4. 公開空地の有効面積の算定

(1) 公開空地の有効係数

公開空地の有効係数は､第 9表ア欄にかかげる利用形態に応じてイ

欄の数値とする(第8図参照 )0

第 9表 公 開 空地 の 有 効 係 数

ア 利 用 形 態 イ 有効係数

1.歩道の川に (7) 青空公開空地 2.0

供するもの2.通D抜けjI; 歩道 と同- レベル

(1) 非青空公開空地 1.2

道の1日に供 歩道 と同一レベル

するもの (a) 賛~F5.0m以上

(b) モfi=下 2.5m以上､ 5.0m未満 1_0

3.-殻的公開空地 】(ウ) 青空公開空地(a) 地上 1.37n未満､地下 1.5m未満 1.2

E 単位 両横 500m2以上

(b) 地上 1_3m未満､地下 1.5m未満単位 面積 500m2未満(C) 地上 1_37n以上､ 3_Om未満 1.00_8

(d) 地上 3.0m以上､ 6.0m以下 0_5

(I) 非青空公開空地 0.8(a) 契下 5_OJnl以上

(b) 梁下 2_57n以上､ 5.0771未満 0.6

公開空地 ≡ 天井高 3.07n以上､地上 6.0m以下

幅員 6.0m以上､地下 6.0m以内

忘広桝 の内部鯛 の公開空地
天井高 】2.0m以上､地上 6.07花以下
伯i積 5007Tf以上､地下 6.0m以内

5.自然的緑地 (+) 傾斜角鑑が20度未満の自然的緑地 1_0



(2)有効面積の算定

有効公開空地面環は､第 9蓑 (p21)の有効係数に､公開空地の

面積を乗 じた数値の合計とする｡

ただし､次に該当する場合は､当該各号の定めるところにより算定

した数値 とする｡

ァ.公開空地のうち､道路からの見通しが､隣地又は計画建築物によ

り妨げられる部分については､その部分の有効公開空地面掛 こ0･5

を乗 じた数値をもって有効公開空地面積とする｡ただし､ 自動車交

通量が著 しく多い場合等公開空地が道路に接 しないことが当該公開

空地の環境上好ましい場合で､当該公開空地に至る動線上無理のな

い通 り抜け歩道の用に供する公開空地を設けたものについては､こ

の限 りでない｡

ィ.幹線道路に接する場合又は鉄道駅の周辺地域内の道路に接する場

合等､特に歩行者の利便の向上に寄与するもの以外は､青空の歩道

の用に供する公開空地及び青空の通 り抜け歩道の用に供する公開壁

地の有効公開空地面積は､有効係数を1.2として算定 した数値 とす

る｡

ウ.一般的公開空地が､街並みの形成若しくは衝の景観演出等の面で

特に配慮されたものである場合､又は､公開空地の仕上げ若 しくは演

出等都市環境の向上に寄与するよう特に配慮されたものである場令

は､当該一般的公開空地の有効公開空地面積に1･2を乗 じた数値を

有効公開空地面積とすることができる｡
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5.開発行為等 による公開空地

横浜市宅地開発要綱の適用を受けた開発行為に伴 う､主として住居的

施設を目的とした建築物 ､及び都市再開発法､新住宅市街地開発法等の

適用をうけた開発事業に伴 う建築物における公開空地は､前記第6章の

1から4までの各項目に適合するほか､次の基準による｡

(1)公共､公益用地と公開空地

横浜市宅地開発要綱の適用を受けた開発行為に伴って確保した公共､

公益用地は､特に必要と認められる場合のほかは､公開空地に認定 し

ない｡ただし､横浜市宅地開発要綱に定める基準値を超えて確保する

公共､公益用地は､その公開性その他の貢献度に応じて公開空地とみ

なすことができる｡

(2)公共､公益用地以外の空地

開発行為に伴 う建築物等において､横浜市宅地開発要綱で定める公

共､公益用地以外のものとして､敷地内に確保された歩行者が通常自

由に通行又は利用できる空地 (緑地､広場､遊び場等 )はその公開性

その他の貢献度に応 じて公開空地として認定することができる｡

(3)公開空地の代替

横浜市宅地開発要綱の適用を受けた開発行為又は開発事業に伴う建

築物において､建築主が周辺地域に対 して公開空地の確保と同等又は

それ以上の貢献度のある用地若 しくは施設を敷地内又はそれ以外に確

保 した場合は､当該用地又は施設をその周辺に対する貢献度に応 じて

公開空地 として認定することができる｡

- 23-



第 8回 公開空地の一般例 (数字は公開空地の有効係数 を示す )

｢青首公開空地｢

道路 歩道公開空地

05 1J,)′,,

一般的公開空地(地上30m以上 60皿以下)･

05 ]登

一般的公開空地(地下15m以上 30m以内)

△:道路と敷地の境界位置
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I.2
歩道の用に供するもの
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第 7章 市街地環境設計制度の特例

1. 特例適用の要件 と基準

次の(1)の要件をすべてみたす建築物は､本特例の2から5までに定め

る範囲内で容積率を加算できるものとし､その形態緩和に関する取 り扱

いは(2)の基準による｡

(1)共通要件

7.第 1表の敷地規模を有し､かつ､第2表 (P6)の空地率を確保す

るもの

ィ.第3表 (P7)の接道条件をみたすもの

り.有効公開空地面積率を20飾以上確保したもの

(2)共通基準

7.割増容積率及び本特例による加算容積率を合計 した緩和容積率は､

第 10表に掲げる数値以下とする｡

第 10表 緩和 容 積 率 の上 限

基準容積率(Vo ) 緩和容積率の上限

600蕗≦vo 250%

400%≦Vo<600% 220%

30Cyyo≦Vo<400% 170%

150%≦Vo<300帝 120%
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ィ. 本特例 に よる容積率 の加算 と､ 形態 制限 の同時緩和 を行 う場合 に

必要 な有効公開空地 面積率 は第 5章4の規定 にかかわ らず､第 11

表 に示 す数値 以上 とす るこ とがで きる｡

第 11表 容積率の加算 と形態制限の同時緩和に必要な有効

公開空地面積率

同 時 緩 和 の 内容 必要有効公開空地 面積率

容積密の加算及び容積率の割増 容積率の割増 に必要な有効公開空地面積率

容積率の加算及び斜線制限又は 斜線制限又は高さ制限の緩和に必要な有効

高 さ制限の綬和 公開空地面横率の最大数値

容積率の加算､容積率の割増及 容積率の割増に必要 な有効公開空地面横率

ぴ高 さ制限の緩和 に 5解を加算 した数値

容積室の加算､容積率の割増及 容横率の割増又は斜線制限の緩和に必要 な

ぴ斜線制限の緩和 有効公開空地面積率の最大数値 に5解を加

貸 した数値

容積峯の加算､斜線制限及び高 斜線制限の緩和叉は高 さ制限の緩和に必要

さ制限の緩和 夜有効公開空地面積室の最大数値に5atj,を

加算 した数値

容積率の加算､容積率の割増､ 容積率の割増､高 さ制限､又は斜線制限の

斜線制限及び高 さ制限の緩和 緩和に必要 な有効公開空地面積室のうち最
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2 歴史的建造物の保存 ･修復 を同時 に行 う建築物

同一敷地内において､歴史的建造物の保存 ･修復 を同時に行 う建築初

で次の(1)の要件に該当するものについては､その重要性､規模､地域へ

の貢献度を考慮 し､(2)の基準により容積率を加算できるものとする｡

(1) 要 件

文化財保護法､神奈川県文化財保護条例等により指定を受けた歴負

的建造物 ､又は､これと同等の価値があると認められるもの

(2)基 準

加算できる容積率は､原則として保存 ･修復される歴史的建造物の

延べ面積相当分を限度とする｡

第 9回 歴史的建造物の保存 ･修復を同時に行う建築物の取り坊い

(一般例 )
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3 文化施設 を含む建築物

ホール､ギャラ1)-､博物館､資料館､記念館等で不特定多数の市民が

自由に利用できるものであb一市民文化の振興に寄与すると認められる施

設を含む建築物で次OAl肋要件に該当するも0)については､そ0)必要性､規模､

地域-の貢献度を考慮し(2)の基準によb容積率を加算できるものとする｡

(り 要件

了.対象地区

都心､副都心等で交通の利便性が特に高い地区

l ィ 規模

原則として,次の規模のも0)で､将来にわたb適切に管理､道営さtl

ると認められるもの｡
2

(ア) ホールの用に供するもので客席数 300席以上又は床面積 300m

L.L上
2

(イ) ギャラリーの用に供するもので展示場の床面積 300m 以上

(ラ)博物館､資料館又は記念館の用に供するもので展示場の床面積 300
2
m 以上

(2)基準

加算できる容積率は､文化施設として利用さtlる部分の延べ面積相当

I 分､かつ､ 100%を限度とする｡

第 10図 文化施設 i:含む建築物

(一般例 )

1) 公開空地のむ准保による容横車の'EiA.u増.

斜線馴限及び高さ制限の緩和

L2' 文化鵬 の延べ卸馴 日当允 かつ･100 ①啓を阻狂とした符節賓の加界

＼ ､t＼ - ニ ー二

公開性の高い文化施設



4 地域施設 を含む建築物

周i∠∃地域の防災､安全に寄与する消防水利 ･雨水貯留槽等の防災施設ー

省資源に有効夜雑用水再利用施設又は地域冷暖房施設等の供給処理施設を

設けた建築物で､次の(1)の要件vc該当するものについては一施設等の規模､

建設の難度,地域-の貢献度を考慮し､(2)の基準によD容積率を加算でき

るものとする｡

(1) 要件

対象地域はー各々の施設 ､設備等o)内容VCよD､必要性0)高い地域

(2) 基準

加算できる容積率は､各施設 ､設備について01VD(V｡:基準容積率)

かつ 40%以内とし､それぞtlを重複して加算する場合は､その合計 で

75% を限度とする｡

第 11図 地域施設i:含む建築物(一般例)

① 公開空地の確保による容梼率の割増､

斜緑制限及び高さ制限の緩和

② 各施設､設備につL̂て､おおむね40蕗
かつOIVoo各施設 ･設備の合計で75

多を限匿とした容積率の加算
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5.大規模な業務用建築物

就業機会の創出､産業の高度化､都心の活性化等VC寄与する大規模夜事

務所建築物で次の回の要件に該当するものについては､その必要性､業務

施設集積等に対する効果を考慮し､(2)の基準によb容積率を加算できるも

のとする｡

(1)要件

ア･対象地域

都市計画容積率が 600%以上の地域

イ･対象建築物
2

延べ面積が 5,000m 以上､かつ､延べ面積の 2/3以上を事務所の用

に供するもの

(2)基準

加算できる容積率はー 50%を限度とする0

第 12図 大規模な業務用建物 (一般例 )

① 公開空地の確保による容横車の割増.
斜線制限及び高さ制限の緩和

② 50礎を限定とした容横率の加算
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6･ 優良な住宅施設てあ る建築物

優良な都市型住宅を供給する建築物で次の(1)の要件に該当するものVCつ

いては､その内容が市街地の環境の整備改善に寄与するものであb､良好

な水準の住宅供給vcよb既成市街地の活性化を促進するものである場合､

(2)の基準によb容積率を割増すことができるものとする｡

(1) 要件

7 対象地域

t7)原則として,都市計画道路 3-3-1環状 2号線の海側の地域とす

る｡ただし､次の地域等を除 く｡

a.第 1種住居専用地域､準=業地域､工業地域､=業専用地域

b.風致地区

C･都市計画容積率が600%以上の区域

(イ)次の事業を行 う地域については､(7)の規定にかかわらず適用す る

ことができる｡

a･市街地住宅等共同整備事業

b 住宅地区改良事業

C･住環境整備モデル事業

d･市街地住宅供給促進事業

e･その他市長が特に必要と認めた事業

ィ.敷地条件

a･第 1表の敷地規模を有し､かつ､第 2表 (p6)の空地率を確保

するもの

b･第 3表 (p7)の接遇条件をみたすもの

C･有効公開空地面積率を20970以上確保したも0)
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ウ･対象建築物

次の(7)から(イ)Tまでの要件をすべてみたすものを対象とする｡

(ア) 良質夜都市型住宅として､平面構成､設備､構造面等で建築計画上

の工夫がなさ11たもの｡又は敷地の共同化等を行 うことVCよD､市街

地の改善かこ寄与するもの
2

(-1) 原則として､専用面積 (パルコ二-部分の面積を除 く)が 657n以

上と在る住宅が総戸数の 50%以上を占めるもの

(ウ)商業系地域内では､住居の用に供する部分の面積が割増容積率に相

当する面積以上であるも0)であ9､かつ､延べ面積のうち 200/o似上

又は 1層階以上を非住居の用VC供するもの

また､住居系地域内では､住居の用に供する部分の面積が延べ面積の

㌢/3以上であるもの

(I)駐卓施設 ､駐輪施設及び集会施設について整備するもの

(オ)学校収容対策上支障が夜いもの

(2)基準

容積率の割増は､有効公開空地面積率に応じて第 12表によb行 うこ

とができる｡

第 12重 割増容積率と必要有効公開空地面積率

基準容積率(Vo) 割増零積率N) 割増容積率の上限

400%≦Vo<600% Ⅴ-3.OA-10 200 %

30(珍 ≦vo<400% Ⅴ-2.4A-18 150 %

注 A : 有効公開空地面積審 (珍)
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第 13図 優良な住宅施設である建築物 (一般例 )

① 公開空地の確保による容横率の割増,

斜横制限及び高さ制限の緩和

② 商業系地域の場合

住居桶に利用される部分の面横が割増
容積塞以上であれ 延べ面積の 20帝
以上又q:il屈階分 を非住居 用に確保
すれQi'､残 りの延べ面横を住居用に充

てることができる｡

住居系地域の場合

住居F日に利用される部分の血債が.痩
べ面積の%以上であれば通常の割増率

を上回る容iiET-I妾の割増が得られ.延べ

面積のすべてを住居用に充てることが

できる｡
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7. そ の 他

建築物及びその敷地が次の各号に該当する場合は､前項までの基準にか

かわらず､それぞれ当該各号に定める基準の範囲内で､各用途地域及び高

度地区にかける形態制限を緩和することができる.

(1) この制度に規建する市街地環境の整備向上と同等又はそれ以上の公共

への貢献度が認められる場合は､その貢献o)度合いに見合 う範囲内

(2)特定行政庁が学校その他の施設で公益上やむを得をいと認め､かつ､

周辺の状況等か ら都市計画1支障が覆いと認める場合は､そ0)機能上必

要であD､かつ､周辺0)生活環境を特にrSlll害するかそれのない範囲内



第8章 第 1種住居専用地域 における建築物

第 1種住居専用地域 (最高限第 1種高度地区 )内の建築物の形態制限は､

低層住宅地としての良好な環境を形成するため､建築物及びその敷地が､

周辺の低層住宅地における住環境を特に阻害するかそれがなく､かつ､良

好夜居住壕境を創出することができる場合に限D､次の 1 の要件をすべ

てみたしているものについて､ 20)基準VCよb緩和する｡

1. 要 件

(1)敷地規模及び空地率
2

敷地面積が 1,000m 以上であD､かつ､第 2表 (p6)の空地率

を確保するもの

(2)有効公開空地面積率

次の2の(1)から(4)に定める数値以上確保するもの

(3) 前面道路の幅員

主たる前面道路の幅員が 60m以上であるも0)

(4) 日照､景観.施設の設置等

了.建築物の自己日照及び隣接地VC対する日照を将来にわたって十分に

確保するもの

ィ.敷地境界線に沿って空地等を確保することによD､周辺地域との景

観的な調和に十分配膚するもの

り.建築物の規模及び用途に応じて､駐車施設､駐輪施設及び集会施設

を十分VC確保するも0)
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2 基 準

(1) 容積率の割増

割増容倍率及びその上限は､第 13蓑 による｡

第 13表 割増容積率と必要有効公開空地面積率

7基準容積率(Vo) イ割増容積率 (V) ウ割増容積率の上限

100啓≦vo Ⅴ-A 100%

注 A:有効公開空地面積率 (%)

(2)法第 55条による高 さ制限及び高度地区制限の緩和

法第 55条による高 さ制限及び高度地区の規定による絶対高 さ制限

の緩和については､第 14表 イ欄に掲げる有効公開空地面積率に応 じ

て､ 同表 ア欄に掲げる数値の範囲内 とする｡ ただ し､北側斜線制限は

緩和 しない｡

第 14表 法第55条による高さ制限及び最高限第 1種

高度地区制限緩和と必要有効公開空地面積辛

7_計画建築物の高さ(H) ィ.必要有効公開空地面続審

10m<H ≦15m 15%

157花<H ≦20m 20%
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(3) 斜線制限の緩和

公開性の高い適正な公開空地を適切な位置に確保するため､特に必

要と認めるときは､第5章の3の基準を準用 して､道路斜線制限を緩

和する｡この場合､同基準中第6蓑 (Pll)の有効公開空地面積率に

ついては､第 15蓑に掲げる数値以上とする｡

第 15表 斜線制限緩和に必要な有効公開空地面積率

都 市 計 画 容 倍 率 必要有効公開空地面横率

100%< Vo 40%

60多くVo≦100飾 50%

(4)制限の同時緩和

制限 (法第55条による高さ制限を含む｡ )の同時緩和については､

第5章の4の基準を準用する｡
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第 9章 高度地区の規定による北側斜線制限の緩和

高度地区 (最高限 )による北側斜線制限は､北側空地の確保､周辺地域

に対する影響-の配慮等により都市環境の向上がはかられる場合に限り､

次により緩和する｡

1. 絶対高 さ制限の緩和 を同時に受ける建築物の北側斜線制限の積和

絶対高さ制限の緩和を同時に受ける建築物の北側斜線制限は､次の(1)

l から(6ほ での基準をすべてみたすものについて緩和する｡

(1)絶対高さ制限の緩和については､第5章の2を準用する｡

(2)北側隣地境界線が北側空地の幅員だけ北側隣地側にあるとみなして

構成される北側斜線をこえないものとする｡ただし､北側隣地境界線

が北側隣地側にあるとみなすことのできる移動幅の限界は第 16表に

よる(第 14図参照 )O

第 16表 北側隣地境界線が北側隣地側にあるとみなす

ことのできる移動幅の限界

高度地区の種別 移動幅の限界

最高限 第 2,3種 12m

(3)緩和する部分は､北側隣地境界線から12m以南の位置にあるもの

とする｡

(4)高さが5mをこえる部分は､北側隣地境界線から5m以南の位置に

あるものとする｡
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(5)幅員5m以上の南側空地を有するものとするoただし､第4種高度

地区内に建築される住居の用以外に供する建築物又はその部分につい

ては､ この限 りでない｡

(6)当該敷地の東西側に隣接する敷地に､高度地区制限に適合する建築

物が建築された場合及び形態制限について本制度等により市長が許可

した建築物が現に存する場合は､ これらの複合日影によっても､当諺

敷地から当該建築物の高さの2倍以内の距離にある北側周辺敷地の日

照時間が第 17表の数値以上となるものとする｡ただし､第4種高磨

地区においては､この限 りでない｡

第 17表 北側周辺敷地のE]照時間の標準値

高度地区の種別 標準 日照時間(冬至の 9時か 標 準 測 定 点 の位 置当該建築物の平均 周辺敷地の南側数

ら15時 )(*) 地盤面からの高さ 地境界破からの足巨
(* ) 離

最高限第 1種 4時間 1.5m 5m

最高限第 2種 4時間 4r35n 5m

最高限第 3種 3時間 4.77托 5m

(*)当該建築敷地 と北側周辺敷地の高度地区が異なる場合は､北側周辺

敷地の高度地区の種別によるO
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第 14図 高度地区 ･北側斜頼制限の緩和 (一般例 )

(1)第 2種高度地区 緩和限界ライン ､ 真北

(2)第 3種高度地区

緩和限界ライ/
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(3)第4種高度地区
緩和F艮界ライン

＼ 真北

(D≧5mの場合)
北 側空地

ム

敷地境 界

-42-
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2 階段室 ､昇降機塔等の部分の緩和

建築物の尾上に設けられる階段室､昇降機等その他これらに類する部

分の北側斜線制限は､次の‖)からr5ほ での要件をすべてみたすものにつ

いて第 18表にかかげる範囲で緩和する (第 15図参照 )0

(1) 絶対高さ制限に適合するもの

(2)第 2種高度地区及び第3種高度地区内に建築される共同住宅等 日照

を必要 とする建築物で､幅員5m以上の南側空地を有するもの

(3)建築物の高さに算入される部分は､北側隣地境界線が2-だけ自己

の敷地側にあるとみなして構成される北側斜線 をこえないもの

(4)緩和する部分が北側隣地境界線から12m以南の位置にあるもの

(5) 敷地の東西幅が40m以上あるもの

第 18表 共同住宅等の屋上部分に設ける階段室の緩和範囲

7.建築物の高さ(H ) 14m<H≦16m 16mく11≦18Jm 18仰こH≦207n

階段室等の規模 イ_高 さ 7m以下 47n以下 77n以下 4m以下 7m以下 47花以下
9.平面形 5mX5m以内

階段室等 1相互の 50m以 40一m以 457TL以 35Jrn以 40m以 30m以

の位置 間隔 ｣二 上 上 上 上 上
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第 15図 共同住宅等の階段室等の緩和範囲 (一般例 )

北側斜線∵ _ 一･.-.-.一一一⊥ 真 北重 電 和によるみれA:致地の

絶対

H

B:東西頒

義 (第 1

弓刺 C:相互間

-醍 D:階段室

E:平面形

H :建築物
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3 -団地内の建築物の北側斜線制限の緩和

一団地内(法第86条の総合的設計による住宅を主とする建築物の-

団地 )に建築される建築物 (団地外の建築物の敷地等に､冬至の10時

から14時までの間において日影を生 じさせるものは除 く)にあっては､

団地内の建築物相互間の日影による影響について総合的に調整されたも

のに限 り､前記1及び2の規定にかかわらず､北側斜線制限を緩和する

ことができる｡

1 4. 不適格建築物の緩和

既存不適格建築物 (高度地L*.による北側斜線制限 )に増築をする期合

で､増築する部分が次の(1)から(3ほ での要件をすべてみたすものは､既

存部分について前記1の規定にかかわらず緩和することができる｡

川 増築部分が既存建築物の南側にあり､かつ､高度地区_の北側斜線制

限円にあるもの

(2)増築部分の床面積の合計が既存部分の床面積の2/10を超えないも

の

(3) 増築部分が南側隣地境界線から5m以上後退 して建築されるもの

ただし､第3種高度地i2(-_及び第4種高度地区内に建築される住眉以外

の用に供する建築物又はその部分については､ この限 りでない｡
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第 10章 維持 ･管羊聖

1. 公開空地等言十画図書の提出

建築主は､次の事項を明記 した図書を許可申請時に提出するものとす

る｡

(1) 計画概要書

本制度の適用に関する事項を記載 した様式 1による計画概要書

(2)公開空地平面図

平面図には次の事項を明示する0

7.敷地の形状及び道路との関係

ィ.建築物の位置及び形状

り･公開空地の種別､形状､仕上げ及び付帯施設の位置

-.屋外広告物の位置

オ.方 位

(3)公開空地立面図(2面以上 )

立面図には公開空地とその付帯施設及び建築物 との関係を明示する｡

(4)公開空地断面図(2面以上)

断面図には公開空地と道路及び建築物 との関係を明示するO

(5)施設等の計画図

本制度の第 7章による許可を受ける場合は､その施設の位置､規模

及び範囲を明示する｡
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2. 公開空地等の維持管理

(1)建築主は､公開空地を一般に開放 し､維持 ･管理を適切に行うもの

とする｡又､その旨の誓約書を様式 2により提出するものとする0

なお､第 7章による許可を受ける建築主は､当該施設等を適正に維

持するものとし､その旨の誓約書を様式3により提出するものとする｡

(2)建築主は､公開空地内の適切な場所及び建築物の見やすい箇所に､

当該公開空地が建築基準法 (横浜市市街地環境設計制度 )に基づいて

設けられたものである旨を様式4及び様式5により表示するものとする｡

又､第7章による許可を受けた建築主は､様式4及び様式6により

表示するものとする｡

なお､表示板の材質は､ステソレス､鋼板等の耐候 ･耐久性に富み､

堅固に固定されたものとする｡

(3)建築主が横浜市市街地環境設計制度により許可を受けた建築物につ

いて､譲渡又は貸与等を行う場合は､当該公開空地の維持 ･管理に関

する前記(1)及び(2)の事項を継承するものとするO

(4)新聞､チラシ等により､当該建築物の概要を広告する場合には､当

該建築物が ｢横浜市市街地環境設計制度｣の許可を受けたものであり､

許可条件及び許可条件の変更ができない旨を明示 しなければならない

ものとする｡

3･屋タト広告物の取 り扱い

許可を受ける建築物及びその敷地内における屋外広告物については､

次によるものとする｡

(日 屋外広告物の位置､形状､色彩､意匠その他表示の方法が､美観､

風致を害する恐れのないものであること｡

(2)屋外広告物の設置により､公開空地の枚能を阻害 しないことo

(3)屋外広告物は､適切に維持管理すること｡
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様式2

公 開 空 地 設 置 に 関 す る 誓 約 書

横浜市長あて

昭和 年 月 日

公開窄地設役者

住 所

氏 名 印

公ljH空地設l'馴 こ園する誓約吉

私は､横浜市市街地環境設計制度に基づいて設置 した公開空地

を､別添公開空地計画図苦のとおり一般に朋放 し､適正に維持 ･

管理することについて誓約いたします｡

又､当該公榊空地について､必要により横浜市が地役権その他

の桁利設定をする際も異議なく協力いたします｡

なお､当該公捌空地を含む敷地及び建築物の全部又は一部を他

に譲渡､貸与する場合も､木曽的卦 こ基づ く誓約郎項 を継東いた

します｡
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様式 3

第 7章 市街地環境設計制度の特例による許可に関する誓約書

横浜市長あて

昭和 年 月 日

公開空地及び施設等の設置者

住 所

氏 名 印

公開空地及び施設等の設置に関する誓約書

私は､横浜市市街地環境設計制度に基づいて設置した公開空地

を､別添公開空地計画図書のとお り一般に開放 し､適正に維持 ･

管理することについて誓約いたします｡

又､当該公開空地について､必要により横浜市が地役権その他

の権利設定をする際も異議なく協力するとともに､許可を受け設

置 した施設 ( )について適正に維

持 `管理することを誓約 します｡

なお､当該公開空地を含む敷地及び建築物の全都又は一部を他

に譲渡､貸与する場合も､本誓約書に基づ く誓約事項 を継承いた

します｡
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公開 空地 の表示板 (そ の 1)

この公開空地は､建轟基準法 に基づ く

建築物の許可条件 として確保 した もの plo.公開空地位置図
ですo

昭和 年 月 日

公開空地設置者 住所､氏名

公開空地 の表示 板 (そ の 2)

この 二 'に一 /､ 7t士bの

確保を条件 として建築基準法の許可を No.公開空地位置図受けた ものですO

昭和 年 月 日

建築主 住所､氏名

第7章 市荷地環境設計制度の特例による許可に関する表示板

この建築物は 右図に示す公開空地の

確保及び ( )の設置 を ND,
条件 として建築基準法の許 可-を受けた

ものです o 公開空地位置図

昭和 年 月 日 施設等の位置 .

建集主 住所､氏名 面積
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付 則 実施期日及び経過措置

この制度は,昭和 48年 12月 25日から実施するO ただし､昭和 48

年 9月 29日までに､建築行為に関する関係法令 (横浜市日照等指導要綱

を含む. )に基つ く申請手続 きを行 った建築物で､次の各号の一に該当

するものは､この制度による基準によら夜いで建築基準法に基づ く形態制

限に関する特例許可をすることができる.

(1) 昭和 48年 9月 29日以前から､ この制度による基準に準じた行政指

導を受けていたもU)で､その用途､規模､構造､設備等に関する関係法

令の手続きによって､昭和 48年 12月 24日までに着工できなかった

ことに相当の理由があると認められるもの

(2) 昭和 48年 12月 24日までに､通常建築確認がなされる見込みo)あ

ったものが､周辺住民との紛争等(n=よって遅延していたもので､その後

に紛争等の解決が75･さtlたもの

潮 昭和 48年 12月 24日までに､建築確認を受けていたものが､周辺

住民との紛争等によって着=できなかったもので､その後に紛争等の解

決が75:されたもの

(4)上記(1)～(3)0)ほか､昭和48年 12月24日までに､市長が必要と認

めて横浜市建築紛争調整委員に調整付託さtlたもo)で､その後にその調

整がなされたもUJ

改訂 こ0)制度は､昭和 53年 4月 1日から実施するO

改訂 この制度は､昭和 60年 4月 1日から実施する｡

改訂 この制度は､昭和 60年 11月 1日から実施するO
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参考 1 許可手続きの流れ
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参考 2 横浜市都市計画高度地区規定書 (抄)

横浜市告示第 258号

横浜国際港都建設計画高度地区の変更

都市計画法 (昭和43年法律第 100号)第21粂第

2項において準用する同法第19粂第 1項の規定に

基づき,横浜国際港都建設計画高度地区を次のと

お り変更 したO

その関係図書は,横浜市都市計画局計画部都市

計画課において一般の縦覧に供する｡

昭和60年10月29日

横浜市長職務代理者

横浜市助役 宮 原 宏 一 郎

横浜国際港都建設計画高度地区を次のように変更する｡

範 類 面 積 建築物の高さの最高限度又は最低限度 備 考

(点南限第1種) (1)軒の高さが7メートル以下の建築物の各部分の高さ i

(地盤面からの高さによるO以下同じD)の最高限度

は,当該各部分から前面道路の中心線又は隣地境界線

までの舟北方向の水平距離の0.6倍に5メートルを加

(21軒の高さが7メートルを超える建築物の各部分の高

さの最高限度は,当該各部分から前面道路の中心線又

は隣地境界線までの共北方向の水平距離の0.5倍i.こ4

高 度 地 区 建築物の各部分の高さの最高限度は,当該各部分から前面道路の中心線又は隣地境界線までの真北方向の水平

高 度 地 区 前面道路の中心線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離の0.55倍に7.5メ-ト′レを加えたものとするC

建築物の各部分の高さの最高限度は,当該各部分から

前面道路の中心線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離の0.6倍に10メ-トルを加えたものとする○

高 度 地 産(危高限第5柾) l 建築物の高さの最高限度は,31メ-トルとする.
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適用の除外

次の各号の一に該当する建築物については,tLlfT記の制限は適用しない｡

(1)都市討頑において決定した一団地の住宅施設に係る祉薬物

(2)都市剖画において決定した地区言1両等によi)建築物の高さの最高限度が定められている区域内の建

築物で当該計画に適合しているもの

(3)市長が市街地環境の整備向上に寄与すると認め,かつ,建築審査会の同意を得て許可した建築物

(4)市長が公益上やむを得ない,又は周REの状況等により都市計画上支障がないと認め,かつ.建集審

査会の同意を得て許可した建築物

(5)最高隈第1程高度地区内において･北側斜線 (前記の北側の前面道路又は隣地との関掛 こついての

建築物の各部分の高さの最高限度である線O以下同じo)内にある高さ12メー トル以下の建築物であっ

て,市長が低層住宅に係る良好な住居の環境を菩するおそれがないと認めたもの

(6) 最高限第5種高度地区内において,建築物の全部又は一部が高度利用地区又は最低限高度地区の適

用を受ける建築物

制限の緩和

(11建築物の敷地の北側に水面･経路敷その他これらに類するもの (ただし･広軌 公園は除く｡以下

同じ｡)か接する場合は,当該水面,線路激その他これらに栢するものに接する掛 む境界線 ま,当該水

面 線路敷その他これらに類するものの幅の2分の1だけ外側にあるものとみなすさ

(2)建築物の敷地の北側の前面道路の反対側に･水面･差組 敷その他これらに類するものがあ る場 合

は,当該前面道路に揺する境界'iJ%は･当該前面道路と水面,線路敷その他これらに額するものの幅の

和の2分の1だけ外側にあるものとみなすo

(3)建築物の敷地の地盤面が北側隣地 (北側に前面道路がある場合は･当該前面退路の反対側の隣接地

をいう｡以下この号において同じD)の地盤面 (昧地に建築物がない場合は･当該隣地の平均地表面を

いうo以下この号において同じo)より1メートル以上低い場合の北側斜線は･当該敷地の地盤面と北

側隣地の地盤面との高低差から1メー トルを減じたものの2分の1だけ高い位置におくものとするo

建築物の敷地が2以上の高度地区又は高度地区の内外にわたる場合の措置

建剃 勿の敷地が2以上の高齢 地区又は高度地区の内外にわたる場合の北側斜線は･北側の敷地境界線

が属する高度地区に関する制限によるものとする｡

建築物の高さの最高限度又は損低限度

高 度 地 区
(最低限第1種)

高度地区(最低限第2種)

建築物の高 さ (地盤面 か らの 高さ による｡以下 同じo)
の鼓低限度 は,14メート ル とする｡

建築物の高さの最低限度は,12メー トルとする｡

適用の除外

次の各号の一に該当する建築物又は建築物の部分については･前記の制r)Liは適用しないO

(1)市長が公益上やむを得ない,又は周囲の状況等によ｡都市言憎 上支障ないと認め･かつ,建集審査

会の同意を得て許可した建築物

(2)玄関,出入Ej,ポ-チ又はこれらに窺するもの

(3)前記のF(一低限度以上の高さに増築することを予定した基礎及び主要柄造部を有する建築物

(4)鮎 的 形状で指定した区域に- ては･蜘 出と前面道路との猪界繰からの水平距離が9メ-トルを

超える部分にある建集物文は建築物の部分

(5)頚洞 的形状で指定した区域においては･建染杓の- 面跡｡10分の5兼掛 二あたる建築物の部分
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